
　マイナンバーカードの申請、受け取り、電子証明書更新などの手続きについて、下記の日程で休日窓口を開設します。
休日窓口は完全予約制で、平日の８時30分から17時15分まで電話にて予約を受け付けします。

●５月の開設日
　開設日　５月12日（日）　　受付時間　９時～ 11時45分
　※予約制ではありますが、手続きには１人あたり15分ほど時間を要しますので、時間に余裕をもってお越しください。

●持ち物　＜カ ー ド の 申 請＞　個人番号カード交付申請書（お持ちの人のみ）、通知カード、
　　　　　　　　　　　　　　　　本人確認書類
　　　　　＜カードの受け取り＞　交付通知書（はがき）、通知カード、住民基本台帳カードまたは
　　　　　　　　　　　　　　　　マイナンバーカード（お持ちの人のみ）、本人確認書類
　　　　　＜電子証明書更新、暗証番号再設定＞　マイナンバーカード

【マイナンバーカードに関する手続きについて】
※必ず本人が窓口にお越しください。
　なお、15歳未満の人または成年被後見人には、その法定代理人が同行してください。
※マイナンバーカードの申請や受け取り時に暗証番号を記入していただきます。事前に暗証番号（英数字６桁以上16桁以
内および数字４桁）を決めておいてください。

【マイナンバーカードの申請について】
　スマートフォンやパソコンなどを使って、既に送付されている個人番号カード交付申請書のＱＲコードを読み取り、マ
イナンバーカードオンライン申請サイトにアクセスし、メールアドレスや顔写真などの必要事項を登録することでマイナ
ンバーカードの交付申請をすることができます。詳しくは「ＱＲコード付き交付申請書でマイナンバーカードをつくろ
う！ https://mynumbercard.soumu.go.jp」をご覧ください。

次回の休日窓口開設日は、６月９日（日）です。
　システムのメンテナンスなどで日時が変更になる場合があります。町ホームページでご確認ください。

マイナンバーカードに関する休日窓口を開設します

　国民年金保険料（以下、年金保険料）の免除、若年者納付猶予、学生納付特例の承認を受けられた期間がある場合、年金
保険料を全額納めた人と比べ、老齢基礎年金（65歳から受けられる年金）の受取額が少なくなります。将来受け取る老齢基
礎年金を増やしたい場合は「追納制度」をご利用ください。
　追納制度とは、免除・猶予などの承認を受けた期間の年金保険料は10年以内であれば遡って古い月分から納める（追納
する）ことができる制度です。（一部免除（年金保険料の減額）の承認を受けた期間は、承認後の納付すべき年金保険料が納
付されていなければ追納はできません）
　ただし、その承認を受けた期間の翌年度から起算して３年度目以降の追納の場合、当時の年金保険料額に一定の加算額
が上乗せされますのでご注意ください。

国民年金保険料の免除・納付猶予期間がある人へ　～追納制度～

■問 住民環境課　☎32－1104

■問 大垣年金事務所　☎78-5166
　住民環境課　　　☎32-1104

岐阜県木造住宅耐震相談士が訪問し、目視および聞き取り調査を基に判断・評価を行う簡易
診断です。後日、診断結果と補強のためのアドバイス(概算の改修工事費など)をします。

耐震診断の結果、倒壊する可能性があると判断された場合、耐震改修工事の実施をおすすめ
します。そこで耐震改修工事費用の一部を補助します。

※長さが１ｍ以上、かつ道路面からの高さが80㎝以上のもので、現地調査の結果、倒壊の危険性があると判断
　されたものに限ります。

木造住宅の　　　　　　　　　診断のご案内

「ブロック塀等安全確保事業補助金」を今年度も引き続き実施します！

通学路または避難所に面
するもの（耐震改修・建て
替え・除却）

「事業費」または
「ブロック塀等の延長（ｍ）×22,500円」
のいずれか少ない額

補助限度額補助対象額対象ブロック塀など 補助率

自分や家族の命を守るためにも、
木造住宅の耐震診断から
始めてみませんか。

申込期間： ５月１日～11月15日（土・日曜日、祝日を除く）

申込期間： 第１期５月１日～８月31日（土・日曜日、祝日を除く）
第２期９月１日～ 11月15日（土・日曜日、祝日を除く）

補助対象事業および補助金の額

ブロック塀等とは
　コンクリートブロック、レンガなどを用いた組積造や補強コンクリートブロック造の塀をいう。

２／３ 15万円

無料耐震

無料診断
STEP１

申込期間： ５月１日～ 11月15日（土・日曜日、祝日を除く) 

改修工事
STEP2

最大101.9万円

最大84万円
※簡易補強の場合

▲震災による倒壊家屋
　(出典：(一財)消防防災科学センター)

①昭和56年５月31日（1981年）以前に着工し
た住宅であること
②延べ床面積の過半の部分が住宅部分であること
③特別な認定を得た工法による住宅でないもの

地震から命を守れ!!地震から命を守れ!!
人 VS地震

■問 建設課　☎32-5081
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